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要約：テレビは無料で視聴できるものという概念を破って、WOWOWが日本初の本格的有料放送のサービス
を開始してから 20年が経とうとしている。その間、CS放送のスカイパーフェクト・テレビも開局され、有
料放送は社会インフラとして日本に根付いたかに思えた。しかし高画質、高機能、マルチチャンネルといっ
た高付加価値サービスを提供できる環境が整ったにもかかわらず、ここ数年に渡り有料放送の顧客数は伸び
悩んでいる。本論文では有料放送のサービス消費について、消費者行動理論からアプローチし、その購買の
メカニズムを明らかにした上で有料放送顧客獲得のためのマーケティング戦略を提言していく。

１．問題の所在 
我が国における本格的な有料放送が始まって
からまもなく 20年が経とうとしている。2011年
にはアナログ放送は終了し、放送はすべてデジ
タル放送へ切り替わる。有料 BS放送事業者の
WOWOWは 1980年 12月に試験放送が、翌年 4
月から本放送が始まり今日に至っている。放送方
式が NTSC方式の BSアナログ放送に始まり、そ
の後、BSアナログハイビジョン放送、次いで BS
デジタル放送が始まり、現在、BSアナログ放送
からの移行が進められている。そして翌年 2011
年からデジタルによるハイビジョン放送の 3チャ
ンネル体制が確立され、WOWOWにおいて放送
方式の技術的な課題はひとまず終息する。
アナログからデジタルへの放送方式の変更は、
事業者への電波の割り当て数が増え、新規参入促
進やテレビ受像機の買い替え需要の喚起など、後
発の事業者や電気メーカーにとってはメリットが
あったものの、視聴者にしてみれば放送方式に合
わせた受像機を用意しなくてはならず、少なから
ず家計に負担を強いられることとなった。その見
返りとして視聴者は高画質、マルチチャンネルと
いったデジタル放送ならではの高機能品質という
果実を得ることとなったが、有料放送事業者であ
るWOWOWは電話 1本で加入が可能なデジタル

受像機が普及している環境にあるにも関わらず、
契約者数は約 265万件をピークにして現在は約
245万件前後で伸び悩んでいる。競合関係にある
CSデジタル放送のスカイパーフェクト TVも同
様に契約数は約 310万件前後で伸び悩みを見せて
いる。有料放送市場は成熟してしまったのだろう
か。

２．研究の目的と構成
本研究の目的は有料放送事業者である

WOWOWを事例として取り上げ、有料放送市場
を構成しているコンテンツ消費者の行動プロセ
ス、つまり契約から解約、さらには再契約から再
解約までのメカニズムを消費者行動理論とテレビ
視聴行動理論の両面から探り、そのメカニズムを
解明して契約者増が図れる有効なマーケティング
要因を導出し、有料放送産業全体の成長戦略を提
言することにある。そのため本論文では消費者行
動の一般理論を概観し、社会学におけるテレビ視
聴理論を加味した上で有料放送視聴者の消費行動
の仮説モデルを構築し検証していく。そして検証
の過程で有効なマーケティング変数を定量的に把
握して、新規加入の販売促進や解約者に対する再
加入の施策策定のための知見を求めていくものと
する。
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論文は以下の 4部から構成され、本紀要にお
いて順次発表していくものとし、本稿では第１部
「コンテンツ消費と情報処理型消費者行動モデル」
について取り上げることとする。

第１部　 コンテンツ消費と情報処理型消費者行動
モデル

第２部　テレビ視聴行動の低関与性について 
第３部　有料放送契約者の消費者行動モデル仮説 
第４部　デジタル放送時代のコンテンツ消費 
第５部　有料放送産業の成長戦略への提言 

３． コンテンツ消費と情報処理型消費者行
動モデル

有料放送に新たに加入しようとするコンテンツ
消費者の行動を考えるとき、まず過去の研究で明
らかになっている消費者行動モデルのいずれに該
当するかの検討が必要である。また一度契約して
加入した後、解約した人たちについても同様であ
る。
コモディティ商品を購入する場合と住宅や高級

乗用車を購入する場合とでは消費者は異なる態度
や行動をとることは容易に理解できよう。消費者
が製品やサービスを購入する際にとる行動は、そ
れら商品のもつ内容により様々である。そうした
意味でコンテンツというサービスを購入する時、
人々はどのような消費者行動をとるのであろう
か。本章ではコンテンツを購入する際の人々のと
る消費者行動が、過去明らかにされた消費者行動
モデルのいずれに該当するのかを探求するため、
あらためて過去の研究をレビューしていくことと
する。

3.1．消費者行動研究の発展的経緯
消費者理論研究の歴史的発展段階をみると経
済学、社会学、心理学、精神分析学、経営学など
様々な分野からのアプローチが試みられてきたこ
とが分かる。1960年代の半ばに、これまで各領
域でそれぞれに研究がすすんできた消費者行動研
究に、消費者の行動を購買前、購買時、購買後の
行動までの一連の流れに結び付けて包括的に説明
しようとする動きが見られてきた 1。この包括的
モデルの登場後、消費者行動研究は消費者をただ

セグメントするだけのマーケティング的なアプ
ローチから、情報収集から行動に至るまでの人間
の内面に注目した研究に移っていく。70年代半
ば以降、ハワード、シェスモデルに代表される受
動的な消費行動を前提とする刺激反応型モデルか
ら、消費者が自ら考え、意味付けし、問題を解決
しようとする能動的な消費者像を仮定し、人の情
報処理能力が消費者の意思決定能力に大きく関
わってくることを前提とした情報処理型包括モデ
ルの研究に発展していった。特にベットマンは
ニューエルとサイモンにより提唱された意思決定
ネット論をもとに全く新しい包括モデルを開発
し、そのパラダイムは現在まで続く消費者行動研
究の主流となっている 2。

3.2．情報処理型包括モデル
消費者行動の情報処理型包括モデルにおいて
は、目標の立て方、関与、人間の記憶など消費者
の情報処理能力に関する概念が重要視されてい
る。ベットマンモデルでは動機・目標階層、注
意、情報取得と評価、意思決定プロセス、消費と
学習という各段階にすべて消費者の情報処理能力
がかかわっている。しかし実際には消費者はベッ
トマンが想定していたほど、消費の各段階におい
て精緻に情報を処理はしておらず、ベットマンモ
デルはハワード・シェスモデルと同様あくまで概
念モデルではないかとの疑問も呈された。その
後、ペティとカシオッポらによってベットマンモ
デルは補足されるに至り、それは精緻化見込み
モデル（Elaboration Likelihood Model）と呼ばれてい
る。
彼らの唱えた ELMは消費者の態度形成を論理
的に決める中心的ルートと、感情的に決める周辺
的ルートに分けている点に特徴がある。どちらの
ルートを通るかは消費者の動機付けの程度と能力
によるとしており、中心的ルートを通るとき態度
形成は強く構築され、消費に繋がりやすく、周辺
的ルートを通るときの態度形成は弱く、他の情報
に左右されやすく、消費への選択にぶれが生じや
すいとしている 3。

1　清水聰『新しい消費者行動』（千倉書房）1999年 , 137頁 .
R.N.Cardozo（1965）,‘An Experimental Study of Customer Effort, 
Expectation, and Satisfaction’, Journal of Marketing Research Vol.2, 
pp.244‐249.

2　清水聰 , 前掲書 , 22‐26頁 .
3　清水聰 , 前掲書 , 88頁 .
R.E.Petty, J.T.Cacioppo,（1983）,‘Central and peripheral routes to 
advertising effectiveness : The Modeling role of involvement ’, Journal 
of Marketing Research Vol.10, pp135-146, 及び R.E.Petty, J.T.Cacioppo,
（1986）Communication and Persuasion: Central and peripheral Routes 
to Attitude Change, Springer.
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3.3．新しい情報処理型包括モデル
清水（1999）はベットマンモデルとペティとカシ
オッポの ELMの概念をさらに発展させて新しい
情報処理型包括モデルを提唱している 4。この新
しい情報処理型包括モデルは「目標設定」→「情報
収集」→「態度形成」→「選択」の情報処理プロセス
の流れの中で特に「情報収集」の段階に特徴があ
る。ここでキーになるのは「関与」と呼ばれている
概念である 5。関与はこの場合、目標を達成しよ
うと動機付けられた状態のことを言い、関与が高
ければ消費者は積極的に情報を収集し、関与が低
ければ情報収集には消極的になる。また関与には
タイプがあり、論理的に情報を捉えようとする分
析的関与と物事を感覚的に捉えようとする感情的
関与に分けられる。関与が高いレベルにある場合
で、過去の経験や消費者自身の内部からなる事前
知識のカテゴリーの一致度が、適度な不一致にあ
るとき、消費者は分析的関与の状況にあり、態度
形成は中心的態度形成のルートをとる。関与が低
い場合、または関与が高くても過去の経験や消費
者自身の内部からなる事前知識のカテゴリーの一
致度が、完全一致する場合や、感情的関与の状況
にあるときは、周辺的態度形成のルートを取るこ
とになる。そして選択の際には中心的態度形成の
ルートをとる場合、その商品やサービスは購入さ
れる確率は高く、周辺的態度形成のルートをとる
場合は低くなる。
さて、消費者行動研究の一般理論についてこれ
まで概観してきたが、その流れから現在では消費
者のとる態度が受動的な刺激反応型消費者行動モ
デルから、能動的な情報処理型の消費者行動モデ
ルへと変容し、定説化しつつあることが読み取れ
た。コンテンツ消費に関してはそのコンテンツが
消費者にとって興味あるものでなければ購入しな
い。つまらない映画、ヒットしていない音楽、興
味のないスポーツに対価を消費者は支払おうとは
思わない。コンテンツ消費者は失敗した買い物を
したくないので、事前に情報を集めようとするで
あろう。その意味で情報処理型消費者行動モデル
はコンテンツ消費の消費者行動理論のモデルに合
致しているものと考える。

3.4．顧客満足研究の発展的経緯
前節までのレビューによって、コンテンツ消費

者の購買については情報処理型の消費者行動モデ
ルによって説明ができることが想定できたが、解
約（顧客離反）や継続（顧客維持）について重要な
キーポイントになるのが「顧客満足」という概念で
ある。満足した顧客は次回も購入しようと思うで
あろうし、離反から遠ざかる情報として消費者の
記憶に残る。満足しなかった消費者は逆に離反と
いう行動をとる情報として記憶に残る。このよう
に情報処理型の消費者行動モデルにとって顧客満
足という概念は重要なファクターになっている。
清水（1999）によれば、カードーゾ（1965）に始
まるとされている顧客満足の研究は、オリバー
（1980）の研究で学問的に一応の完成をみたとい
う 6。オリバーのモデルは、満足が購買後の態度
を形成して、その態度が次の購買の意思決定に影
響を与えるというもので、現在の顧客満足研究の
基礎となっている概念である。清水モデルでは
消費者満足（顧客満足）の情報は事前知識に蓄えら
れ、低関与の場合あまり考慮されることなく態度
形成され、高関与でも分析的関与の場合のみ顧客
満足情報として考慮されるとしている。
最近では、特に顧客維持について論ぜられる
時は顧客満足を超える「顧客ロイヤルティ」という
概念をもって語られることが多く、ライクヘル
ド（2004）はＣＳ調査について「顧客ロイヤルティ」
を測定することが有効であることを言及してい
る 7。また顧客との「関係性」や「コミットメント」
などの概念も顧客満足との連動で提示されるよう
になってきており 8、特にレビット（1983）は、顧
客から長期間、満足を得るためには、顧客との長
期継続的な関係構築が必要性であると説き、その
中には、買い手の不満、今後の買い手のニーズを
見落とさずに対応することであることを主張して
いる 9。さらに ITの進化に伴い、顧客データや高
度な統計手法を用いたカスタマー・リレーション
シップ・マネジメント（CRM）が近年、注目され
るようになっている。
さて、以上、有料放送顧客のコンテンツ消費行
動の仮説モデルを構築するために、過去の消費者
行動理論の一般モデルの研究を追ってきた。次回
は有料放送というサービス商品の特徴について、

4　清水聰 ,前掲書 ,99頁 .
5　清水聰 ,前掲書 ,103－ 109頁 .

6　清水聰 ,前掲書 , 137頁 .
7 　F・ライクヘルド「顧客ロイヤルティを測る究極の質問」
『DIAMONDハーバード・ビジネス・レビュー』2004/6.
8 　K・R・ボウト、三田昌弘訳『実践顧客ロイヤルティ戦略』ダイ
ヤモンド社 , 1999年 , 26頁 .

9 　Levitt, T（1983）,“After the sales is over,”Harvard Business Review, 
Sept-Oct.
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社会学における視聴者行動理論の研究についてレ
ビューすることとし、情報処理型の消費者行動理
論に視聴者行動理論の研究成果を加味した上で、
新たに有料放送視聴者（コンテンツ消費者）の消費
者行動理論の仮説モデルを構築していくものとす
る。
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Abstract: It is going to be 20 years soon since WOWOW, the Japan’s first private satellite broadcasting station, started 
pay-broad cast service in 1990. When WOWOW announced that it was going to charge for broadcasting, people were 
anxious about the prospect of their business. This is because in abroad, satellite pay-broadcasting stations. We create a 
general model for consumption behaviors of pay broadcast customers.

− 197 −




